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8) この点を分析したものとして,以下の文献を参嵐,春田震太郎 『大蔵省預金部 ･政府出資』
(大蔵省昭和財政史編集室編 『昭和財政史』第12巻)東洋経済新報社,1962年り同 ｢高橋財政下
の地方財政｣高橋幸八郎編 『日本近代化の研究』東京大学出版会,1972年｡同 ｢地方財政と預金













実 数 比例 実■ 数 比例 実 数 l比例
農 産 物 77,570,660 48.24 74,190,187 46.25 68,771,465 43.945324704 4076109033 86398390 256 588 0A31453 105
畜 産 物 5,040,201 3.13 5,391,770 3.36
土 産 物 70,694,915 43.97 74,042,893 46.16
林 産 物 5,043,051 3.14 4,173,985 2.60
鉱 産 物 . 887,663 0.55 955,042 0.60
求_ .158102 097 1641 6 103
総 数 160,794,592L.loo.00 160,395;063 100.00 156,505,218 100.00.
1927(昭2)午 1928.(昭3)午 1929(昭4)午 -
実 数 I比例 実 数 比例 英一 数 比例
~農 産 物 61,961,143 40.23 57,557,331 36.64 58,556,287 36.86
･工 産 物 80,366,832 52.18 86,961,144 55.35 89,665,074 56.44
蘇 産 物 4,067,798 2.64 3,730,192- 2.38 3,054,880 1.9_2
鉱 産 物 746,810 0.49 745,065 0.47 710,176 0.45
-水.摩_ 物 1,885,889 1.22 一,980,958 1.26 1,830,018 1.15
(出所) 大正13年から昭和4年までの各乾賀県編 『乾賀県統計全書』より作成｡




作農家約3万 1千戸 (全体の34%),自小作農家3万8千戸 (42%),小作農家
2万2千戸 (24%)となっていた｡また,昭和初期の農家数を経営耕地規模別




















































































額は6千9万1千円にのぼり,農家 1戸当 第5表 農家負債 (単位:1000円)
























98 (200) 第143巻 第2･3号
って,いっそう激化することとなった｡
滋賀県では,1923(大正12)年に争議件数,参加人員などが急激に増加した






































































































































く出所) 平田豊造 ｢液賀経済更生計画の概要｣農村文化協会編 『農政研究』第12巻第6号,1933
年,p･730
17) さしあたり,以下の文献を参照のこと｡
森武磨 ｢日本ファシズムの形成と農村経済更生運動｣ 『歴史学研究』1971年別冊特集,同 ｢戦
時下農村の構造変化｣『日本歴史』20巻,岩波書店,1976年｡中村正則｢経済更生運動と農村統/















｢(う 経済更生計画に関する事項 ⇔ 農家経済改善に関する事項 肖
販売斡旋及販路拡張に関する事項 飼 副業奨励に関する事項 囲 産業組
合及農業倉庫に関する事項 的 小作に関する事項 的 自作農創設維持に







































































































































21) 官本憲一 ｢明治大正期の町村合併政策｣島恭彦編 『町村合併と農村の変貌』有斐閣,1958年,
,158ページ｡
22) 大蔵省昭和財政史編集室編 『昭和財政史』第14巻 ｢地方財政｣東洋経済新報社,1954年,157う
ージ｡























































110(212) ' 第143巻 第2･3号
これによって,従来の経済振興課の関係者は全部,産業組合課勤務となった｡
また,企画課は ｢産業経済の企画統制,産業諸般の調査研究,経済部各課の連
絡などを行なう｣25)ものとして誕生した.経済部のうちで,かつて経済振興課
が占めていた中心検閲としての位置に,企画課がすわった.しかし,この時の
企画課の役割は,経済の ｢振興｣ではなく,企画 ｢統制｣であった｡
経済 ｢統制｣が,その全容をあらわすのは三年径の1940･(昭和15)年11月1
日のことである｡ ｢県経済部機構の新体制が断行され,11月1日から実施をみ
た米,木炭その他物資の需給調節の重要性にかんがみ,従来の企画課および産
業組合･課を改組し,新に経済統制課の一課を設ける｡｣26)
こうして,経済振興課,企画課をへて,物資統制事務全般を統合する,文字
どうりの経済統制課が誕生したのである｡
(未完)
25) 『大阪朝日新聞』滋賀版,1937年7月24日｡
26) 『大阪朝日新聞』乾賀晩 1940年11月2日O
